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近年の気候変動によって世界各国で干ばつ被害が発生している．干ばつ被害は，直接的に資産や資本を損壊す
る洪水や地震等と比べると，市場を通じた他産業や他地域への波及効果の比重が大きいことに特徴をもつ．そ
のような産業間，地域間の影響の差異は，長期的には一国経済のバランス成長に大きな影響をもたらす可能性
がある．本研究では，水文分野のモデルから得られる植生量の指標 LAIを，農業部門の生産関数に導入した多
地域多産業モデルを定式化する．そしてパキスタンを対象に数値シミュレーションを行い，干ばつリスクが各
産業・地域の成長に与える経済的インパクトを定量的に分析する．さらには灌漑施設の整備の長期的な効果に
ついて検討する．

Key Words : Drought, Leaf Area Index (LAI), multi-sector and multi-region economic growth model,
hydrological-dynamic vegetation model, Pakistan

1. はじめに

干ばつは，広範囲かつ長期的に降水量を激減させる

異常気象によりもたらされる災害である．特に農業に

対しては，最も重要な生産要素である土地の生産性を

低下させる．それによって農作物の質と量は低下する．

経済的視点から見ると，干ばつは市場を通じた波及

被害の比重が大きな災害である．洪水や地震は直接的

に資産や資本のストックを大量に損壊する．干ばつも

飲料水の不足による健康被害をもたらし，その被害は

人的資本ストックへの負の影響に他ならない．それと

同時に，干ばつによる農作物の減少は産業連関構造を

通じて他産業や他地域に波及する．その波及的影響の

大きさは産業間，地域間で均一ではない．また，波及

効果はフローの被害であるが，とりわけ農業に大きく

依存した国にとっては，貯蓄の減少を通じて，一国の

経済成長を阻害する可能性がある．成長への効果も産

業間，地域間で異なる可能性がある．

農作物の減少の波及効果に関しては，農業経済学の

分野を中心に多くの産業連関分析や一般均衡分析がな

されてきた．しかしながら本来，経済分析が専門性を

もつのは，収穫された農作物の取引過程とその帰結と

しての市場価格の分析である．生産要素の効率的配分

を論じるために農業生産関数が用いられるが，その関

数は生産要素の投入水準と産出水準を統計的に関係づ

けたものにならざるをえない．また標準的な応用一般

均衡モデルでは，一次同次型の生産関数が分析にとっ

て都合がよい．そのような制約の下で，これまで農業

経済の一般均衡分析の分野では，労働や資本に加えて，

農業生産に特有の土地や水，種や肥料等の中間投入の

間の階層関係 (nested structure)を様々な形で仮定する

試みを重ねてきた．そこでは理論的妥当性に加えて，各

階層の関数のパラメータを同定できることが要件となっ

てくる．そのような条件下において，従来の水と土地

の扱いは，降水や灌漑施設によって土地に供給される

水の量と，土地の面積を変数として関数を構成し，そ

れが上位の階層で他の投入要素と結びついて，農業産

出量が決まるという形態であった．

それに対して，本研究では，水文学の知見を導入す

ることによって，水と土地が植生量を決める階層を生

産関数に組み込む．そして植生量を新たな中間生産要

素として，最終的な農業生産の階層を構成する．この

ように最終生産物の前の段階で，植生と水と土地との

関係を統計的に同定するため，降水量や灌漑水量が変

動するときの生産過程へのインパクトをより詳細に表

現することが可能となる．
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本研究は，水循環-植生動態モデルと多地域多産業経

済成長モデルを植生量指標にて統合することにより，干

ばつが経済成長に長期的な影響を及ぼす過程を詳細に

記述し，干ばつの経済的影響の定量的評価を行うこと

を目的とする．そして，多地域多産業経済成長モデル

に灌漑施設の整備水準を導入し，干ばつリスク下にお

ける経済成長および灌漑施設の整備効果の定量的評価

を実施する．以下，第 2章では本研究の背景を述べる．

第 3章では，多地域多産業経済成長モデルの定式化を

行う．第 4章では，水文モデルで得られたパキスタンの

植生量データ等を用いて経済モデルのケーススタディ

を実施する．そして，第 5章で本研究の結論を述べる．

2. 研究の背景

(1) 気候変動と災害リスク

近年の気候変動による自然災害の大規模化や高頻度

化は，全世界の自然生態系や社会経済，安全保障に多大

な影響を及ぼしている．現在の全世界の地震，津波，熱

帯性低気圧，河川氾濫による平均年間損失額は「3,150

億米ドル」(UNISDR, 20151))と推定されており，干ば

つ等の他の災害を含めると損失額はさらに大きくなる

と考えられる．特に，干ばつや洪水等の水文気象関連

の災害は，1980年から 2011年の間に記録された災害の

うちの 78.4%を占め，同様に，損失総額の 74.3%，死者

の 61.4%を占めている (GFDRR, 20122))．また，IPCC

(2012)3) によれば，「気候変動は，極端現象の発生頻度，

強さ，空間的広がり，持続期間やタイミングの変化を

もたらし，前例のない極端現象を発生させる可能性が

ある」と述べており，今後ますますの自然災害の激甚

化や高頻度化が予想される．

災害に対する事前の防災投資や復旧・復興のための

財源を十分に有していない低所得国や中所得国は災害

リスクが大きく，災害が経済的及び社会的な不安定を

もたらす原因の一つとなっている．特に貧困層の人々

は，災害リスクに対して脆弱な環境で生活しているこ

とが多く，災害の発生によって限られた保有資産を失

い，災害発生以前よりもさらに困窮した生活を強いら

れるという負のスパイラルに陥る．このような災害リ

スクを削減する防災投資を実施しない限り，災害被害

による開発のための機会損失が高い水準で留まり，災

害リスクが大きな負担となる国の持続可能な開発を困

難なものとする．しかしながら，防災投資は短期的な

効果が見え難いため，将来的な経済成長のために防災

投資，特に事前の防災投資が有効であると理解されな

がらも，他の政策と比較して優先度を下げられてしま

う現状がある．

(2) 干ばつの経済的側面

干ばつは，世界各国の経済活動に深刻な被害をもた

らす気象災害の一つである．IPCC (2014)4)は，「気温上

昇や干ばつ，洪水，降雨量の変動や極端な降雨により，

貧困層の人々の食糧不安が起こるとともに食糧システ

ムの崩壊リスクが生じる」と深刻な懸念を示している．

干ばつは農業部門において甚大な被害を発生させ，そ

の影響が家計や他の部門に波及する点が特徴である．水

や食糧の不足，衛生状態の悪化は，移民や紛争等の社

会不安に繋がり，最悪の場合は大規模な飢饉や疾病に

より人命が失われることもある．

一般的に，干ばつは気象的干ばつから始まり，次い

で水文的干ばつ，農業的干ばつへ進行する．気象学，水

表–1 干ばつの分類と定義

分類 定義

気象学的干ばつ 降水量が極端に少ない期間が継

続すること.

水文学的干ばつ 河川流量，貯水池の水位，地下

水位等，地位内のいくつかの形

態における水量が極端に少ない

期間が継続すること.

農業的干ばつ 主に土壌水分量の不足が原因と

なり，農業生産が減少すること.

文学，農学等の分野では干ばつに関する知見の集積が

進んでいる一方で，社会経済的リスクは適切に認知さ

れているとは言い難い状況がある．干ばつは間接的影

響が大きいため，被害の全容の解明が困難であり，干

ばつの経済損失が過小評価されている可能性がある．

干ばつリスクは地域や産業毎に異なるが，特に農業

部門に関しては灌漑施設の整備水準が干ばつリスクに

大きく影響する．農業部門の干ばつ対策としては，灌

漑施設の整備を促進し，灌漑用水の効率的な利用を通

じて，農業生産性の向上を図ることが干ばつの影響を

緩和する有効な手段となる．

(3) 既往研究の概要

気候変動や干ばつ，水資源の配分等の経済的影響の

評価に関する既往研究はいくつか存在する．干ばつ被害

が農業部門から経済全体へ波及する過程を再現するた

め，地域や産業を考慮としたモデルが存在する．Jenkins

(2011)5)は，大気循環モデル (GCM)と産業連関モデル

を用いて，降水量に関する指標と過去の干ばつデータ

から干ばつの規模と経済損失額との関係を明らかにし

た．Wittwer and Griffith (2011)6)は，空間的応用一般

均衡 (SCGE)モデルを用いて干ばつの影響を分析した．
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干ばつによる影響は長期的なものであり，干ばつリ

スク下においては産業構成の差異などから地域毎に経

済成長のポテンシャルが異なる．また，干ばつ被害の

軽減へ繋がる灌漑施設等の社会資本整備は，多額の整

備費用を要するために長期的な視点で検討される必要

がある．既往研究では，応用一般均衡 (CGE)モデルの

ような静学モデルにて干ばつの経済的被害を分析した

ものが多い (e.g. Salami et al., 20097); Arndt et al.,

20108); Pauw et al., 20119); Thurlow et al., 201210))．

しかし，静学モデルは定常均衡周りの議論が主となる

ため，開発途上国のような定常均衡から大きく離れた環

境下における国家の経済成長や社会資本整備効果の分

析にあたり十分な枠組みとは言えない．それゆえ，現在

から将来に渡る長期的な干ばつの経済的インパクト及

び灌漑施設等の社会資本整備効果を分析するためには，

動学的な枠組みが要求される．Robinson and Gueneau

(2013)11)は，地域水システムモデル (RWSM)と動学的

CGE(DCGE)モデルを統合したCGE-Wモデルを適用

し，干ばつのような水資源ショックに焦点を当て，水資

源変化が及ぼす経済的影響を動学的に評価した．Fang

et al. (2006)12)は，Ramsey型の経済成長モデルを多地

域多産業に拡張し，地域内及び地域間における水資源

配分政策の経済的影響を評価するため，水資源政策が

GDPや消費，所得，労働・資本配分，価格に与える影

響を分析した．

このように干ばつの経済的側面についての知見が増

加する一方で，降水量や灌漑水量が変動することによ

る植生の変化を水文学的に捉え，その指標を導入した

生産関数を用いて干ばつの経済的インパクトを分析す

るような領域横断的な研究は行われていない．

3. モデル

(1) 基本的な設定

a) 経済空間

経済空間は小国閉鎖経済を仮定し，地域 i ∈ I =

{1, 2, 3}は Punjab州 (i = 1), Sindh州 (i = 2), Rest

of Pakistan(i = 3)(以後，ROPとする)の 3地域，産

業 j ∈ J = {a,m, s, w}は農業部門 (j = a)，工業部門

(j = m)，サービス部門 (j = s)，生活用水部門 (j = w)

の 4産業で構成されるものと仮定する．また，産業は

各部門ともに各地域に存在し，完全競争市場および規

模に関する収穫一定を仮定する．

時点 tにおいて地域 iで生産された最終財 j は，価

格 pji(t)で取引される．農業財及び工業財は，完全代

替財として輸送費用なしに地域間で取引され，その価

格はそれぞれ pa1 = pa2 = pa3，pm1 = pm2 = pm3

となる．一方で，サービス財及び生活用水財は，地域

間取引のない不完全代替財とし，その価格はそれぞれ

ps1 ̸= ps2 ̸= ps3，pw1 ̸= pw2 ̸= pw3 となる．農業財，

サービス財，生活用水財は非耐久財として扱われる一

方で，工業財は非耐久財かつ耐久財として扱われる．

b) 水資源

水資源は各期に確率的に決まる降水量を通じて経済

に供給される．簡便化のため，水資源は期を越えた蓄

積ができないものとする．水資源は農業部門及び生活

用水部門の生産要素として扱う．

c) 労働と資本

労働市場及び資本市場は，地域間で開放されている

が，一国内で閉鎖され，完全競争的であると仮定する．

市場を通じて，賃金率 ω(t)及び資本レント r(t)が内生

的に決定される．

代表的個人は，各期毎に 1単位の労働と k単位の資

本を供給し，その報酬として労働所得と資本所得を得

る．代表的個人は非弾力的に労働を供給するものと仮

定すると，総労働力 L(t) = L(0) · (1 + n)t は総人口に

等しくなる．ここでは，簡便化のために L(0) = 1とす

る．nは人口増加率である．代表的個人の貯蓄は，銀行

を介して生産資本として企業へ投資される．また，保

有する土地及び水資源を企業に供給することで，その

報酬として企業利潤の分配を受ける．

時点 tにおいて地域 iの産業 jの生産に投入された労

働力と資本の総和をそれぞれ Lji(t)，Kji(t)とする．

(2) 生産技術

a) 農業部門

農地 h ∈ H = {1, 2}を灌漑用地 (h = 1)と天水用地

(h = 2) に分類する．GTAP-W モデル (Calzadilla et

al., 201113))の農地と水との合成要素を形成する入れ子

構造を基に，本研究では農地，水，灌漑施設の合成要素

とする新たな入れ子構造を形成する．農地，水，灌漑

施設の合成要素は Leaf Area Index (以降，LAIとする)

Xhi(t)として扱い，水循環－植生動態モデル (CLVDAS)

の出力で得られる LAIを本モデルへ投入する．LAIと

は単位土地面積に対する全ての葉の片側の総面積の比

率である．LAIが大きくなるほど植生量が多いことを

示し，それは農地として適当な土地であることを示す．

Xhi(t) := [βThiThi(t)
αXhi + βZhiZhi(t)

αXhi ]
1

αXhi

for all h, i, (1a)

Z1i(t) = Zp1i(t) + ΞsiZ
s
1i(t) + ΞgiZ

g
1i(t), (1b)

Z2i(t) = Zp2i(t) for all i. (1c)

Thi(t) = T̄hiは作付面積であり，本研究では簡便化のた

めに定数として与える．灌漑用地にて利用可能な水の総

量 Z1i(t)は，3種類の水資源（天水 Zp1i(t)，河川灌漑水

ΞsiZ
s
1i(t)，地下水ΞgiZ

g
1i(t))の合計である．なお，Ξ

s
i 及
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び Ξgi はそれぞれ河川及び地下からの灌漑水の輸送効率

を示す．灌漑水の輸送効率は，政策変数として外生的に

与える．一方，天水用地にて利用可能な水の総量Z2i(t)

は，天水 Zp2i(t)に等しいものとする．LAIを構成する

農地及び利用可能な水の総量の代替弾力性は，σXhi :=

1/(1−αXhi)となる．動学的最適化問題の中では，LAI

は状態変数ベクトルX(t) := ({Xhi(t)}h=1,2, i=1,2,3)と

して扱える．なお，LAIを測定する手法は，Sawada et

al. (2014a, 2014b)14)15)にて開発及び発展されている．

これ以降，特に注意が必要となる場合を除いて，期を

表す表記 (t)は省略する．

産業 j′ にて生産され，地域 iの産業 j に投入される

中間財を Yj′jiと表記する．農業部門の総生産量 Yai及

び最終財の生産関数 F ai は次のように与えられる．

Yai := min

[
F ai(ALai,Kai, AX1X1i, AX2X2i)

Yaai
ϕaai

,
Ymai
ϕmai

,
Ysai
ϕsai

]
for all i, (2a)

F ai(ALai,Kai, AX1X1i, AX2X2i)

:= Bai[βLai(ALai)
αai + βKaiK

αai
ai

+βX1i(AX1X1i)
αai + βX2i(AX2X2i)

αai ]
1

αai

for all i. (2b)

ここで，A及びAXhはそれぞれ労働及び LAIの生産性

水準を表し，生産性水準は時間とともに成長する．ϕj′ai
は中間財の投入係数である．また，労働，資本，LAIの

代替弾力性は，σai := 1/(1− αai)により表される．

b) 工業・サービス部門

工業部門及びサービス部門の総生産量 Ymi, Ysi，最終

財の生産関数 Fmi, F si は次のように与えられる．

Yji := min

[
F ji(ALji,Kji, ATj T̃ji),

Yaji
ϕaji

,
Ymji
ϕmji

,
Ysji
ϕsji

]
for j = m, s, all i, (3a)

F ji(ALji,Kji)

:= Bji

[
βLji(ALji)

αji + βKjiK
αji

ji

+βT̃ ji(ATj T̃ji)
αji

] 1
αji

for j = m, s, all i. (3b)

ここで，T̃jiは生産施設の土地であり定数として与える．

ATj は土地の生産性水準を表し，生産性水準は時間と

ともに成長する．また，労働，資本，土地の代替弾力

性は，σji := 1/(1− αji)により表される．

c) 生活用水部門

各地域に水資源を生活用水として家計に供給する企

業が存在すると仮定する．生活用水の生産には天水の

みを必要とし，その他の生産要素は不要とする．時点 t

における地域 iの生活用水の総生産量 Ywi は，次のよ

うに表される．

Ywi := BwiZwi for all i. (4)

確率的に与えられる降水量のランクを ψ(t) ∈
Ψ = {1, 2,…, N} とする．天水ベクトル Zp(t) =

({Zphi(t), Zwi(t)}h=1,2, i=1,2,3) は降水量の実現ランク

ψ̂(t)の関数となる．よって，Zp(t)は集合 {Z1,…,Zψ,…

,ZN}の内，降水量のランク ψ̂(t)に該当する値を取る．

ψ(t)の発生確率を µψ で表すと，ΣNψ=1µψ = 1となる．

また，µψ は tに依らず一定の値を取る．

灌漑水量のランクも同様に確率変数 ψ(t) で与え

られ，河川灌漑水及び地下水の分布関数はそれぞれ

Φshi(Z
s
hi|ψ(t))，Φghi(Z

g
hi|ψ(t))で表す．降水量と灌漑水

量のランクは必ずしも一致しないが，ある程度の相関

を持つ．

(3) 最適化行動

a) 家計

代表的個人の地域 iで生産された財 jの需要を qji :=

Qji/Lとする．各地域で生産された農業財は互いに完

全代替財であると仮定しているため，農業財の需要は

qa := Σiqai で与えられる．工業財のケースも同様であ

り，工業財の需要は qm := Σiqmi となる．

代表的家計の最適化問題は次の一期間効用水準の最

大化によって表される．

max
q

u(q) :=
∏
j̃

q
γj̃

j̃
, (5a)

subject to pt · q ≤ ỹ. (5b)

ただし，

q := (qa, qm, qs1, qs2, qs3, qw1, qw2, qw3)
t (6)

は需要ベクトルであり，

p := (pa, pm, ps1, ps2, ps3, pw1, pw2, pw3)
t (7)

は価格ベクトルである．さらに，γj̃ (j̃ ∈
{a,m, s1, s2, s3, w1, w2, w3}) は需要のシェアパラ
メータであり，γj̃ > 0かつ Σj̃γj̃ = 1が成り立つ．

代表的家計の所得 Iと財の購入に費やす予算 ỹ，貯蓄

(投資)に割り振る予算 ηは次のように表される．

I = ω + k{r − n}+
∑
j,i

πji, (8a)

ỹ := (1− σsr) · I, (8b)

η := σsr · I. (8c)

ここで，所得は労働所得，資本所得，企業の利潤分配か

ら成る．k := K/Lは一人あたり資本ストック，πji :=

Πji/Lは一人あたりの企業の利潤分配額である．生産

要素市場は一国内で閉じられているため，家計貯蓄の

総量は企業の資本需要量の合計K := Σj,iKjiに等しく

なる．σsr は貯蓄率であり一定率とする．
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最大化された効用水準 ν をもたらす支出額を次のよ

うに置く．

Ω(p, ν) ≡ ỹ, (9a)

where ν = u(q∗(p, ỹ)). (9b)

ただし，q∗ は需要ベクトルである．一期間効用水準の

関数が Cobb=Douglas型で与えられているため，支出

関数 Ω(·)は ν に関して線形であり，pの一次同次であ

り，凹関数となる．各財の最適需要量は，Shepherdの

補題を適用することにより得られる．

q∗∗
j̃
(p, ν) =

∂Ω(p, ν)

∂pj̃
for all j̃. (10)

代表的家計の生涯期待効用は次のように表される．

EU = E

[ ∞∑
t=0

{
ν1−θ − 1

1− θ

}
·
(
1 + n

1 + ρ

)t]
. (11)

ここで，θは相対的危険回避度，ρは将来効用の割引率，

そして E[·]は期待値操作を表す．生涯期待効用は，人
口増加の影響を考慮に入れている．本研究では，家計

の最適化行動は各期の一期間効用水準を最大化するこ

とと仮定しているため，生涯期待効用は社会厚生指標

の一つとして扱われる．

資本の形成過程は次のように表される．

∆ k(t) := k(t+ 1)− k(t)

=
I(t)− Ω(p(t), ν(t))

1 + n
=
η(t)− (δ + n)k(t)

1 + n
. (12)

b) 企業

付加価値価格は，中間財価格を考慮して次のように

与えられる．

pvji := pji − ϕajipa − ϕmjipm − ϕsjipsi

for j = a,m, s, all i. (13)

農業部門における企業の最適化問題は，利潤最大化

問題として次のように与えられる．

Πai(pvai, ω, r
k, X̂i)

:= max
Lai,Kai

[pvaiF
ai(ALai,Kai, AX1X̂1i, AX2X̂2i)

−ωLai − rkKai] for all i. (14)

ただし，X̂i := (X̂1i, X̂2i)である．また，rk = r+ δで

あり，δは資本の減耗率を表す．

工業部門及びサービス部門の企業の最適化問題も同

様にして次のように与えられる．

Πji(pvji, ω, r
k, T̃ji)

:= max
Lji,Kji

[
pvjiF

ji(ALji,Kji, T̃ji)− ωLji − rkKji

]
for j = m, s, all i. (15)

生活用水部門における生活用水財の価格は，

pwi = Bwi = Const. for all i (16)

となり，企業の利潤は常にゼロとなる．

(4) 市場均衡と社会最適化

a) イベントフロー

各期のイベントフローは次の通りである．

i) 降水量のランク ψ̂(t) が決まり，それに伴って Z(t)

が決定される．これにより LAI の水準 X(t) :=

({Xhi(t)}h=1,2, i=1,2,3)が決まる．よって，t期におけ

る経済環境は状態変数 S(t) := (K(t),X(t))により与え

られる．

ii)家計は生産要素市場にて労働と資本を企業へ供給し，

財・サービス市場にて企業が生産した最終財を購入す

る．そして，所得の一定割合を貯蓄する．一方で，企業

は生産要素と中間財を需要し，最終財を供給する．こ

のように家計と企業の需要と供給が一致するような形

で市場均衡が達成される．

iii) 人口が増加し，資本の総量が新たに貯蓄された分だ

け増加する．

iv) t期から t+ 1期へ移行し，i)から同様のサイクル

を繰り返す．

b) 市場均衡と社会最適化の条件

各家計は同質の選好を持ち，各産業の各企業は規模

に関する収穫一定の技術により財を生産する．家計が

保有する生産要素は全て企業へ供給され，企業は供給

された全ての生産要素を素に財を生産し，生産により

得られた利益を全て家計へ分配する．全ての家計が近

視眼的であり異時点間での資源配分の最適化を行わな

い一方で，各期においてはパレート最適を実現してい

る．それゆえ，市場均衡問題が社会最適化問題と等価

になるため，本研究では比較的計算が容易となる社会

最適化問題により均衡条件を記述する．

一人あたりの状態変数ベクトルを s := (k,x)と置く

と，労働と資本の制約条件は次のようになる．∑
j,i

lji +
∑
h,i

κLhiτhi = 1, (17a)

∑
j,i

kji = k. (17b)

ここで，κLhiτhiは τhi単位の農地を耕作するために必

要な労働力である．

各財の需給量と供給量が一致する市場クリアリング

条件は次のように記述される．∑
i

F ai(·) =
∑
j,i

ϕajiF
ji(·) + qa +

∑
h,i

κhiτhi, (18a)∑
i

Fmi(·) =
∑
j,i

ϕmjiF
ji(·) + qm + η, (18b)

F si(·) =
∑
j

ϕsjiF
ji(·) + qsi, (18c)

Fwi(·) = qwi, for all i. (18d)

左辺は各財の総供給量，右辺は中間財を含む財の総需

要量を表す．κhiτhiは κhi単位の農地の作付に使われる
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図–1 パキスタンの主な州の位置関係

種としての農業財の量を表す．

以上より，社会最適化問題における Lagrange関数は

次のように記述される．

L := u(q) + λl

1−∑
j,i

lji −
∑
h,i

κLhiτhi


+λk

k −∑
j,i

kj,i


+λa

[∑
i

F ai(·)−
∑
j,i

ϕajiF
ji(·)− qa −

∑
h,i

κhiτhi

]

+λm

∑
i

Fmi(·)−
∑
j,i

ϕmjiF
ji(·)− qm − η


+
∑
i

λsi

F si(·)−∑
j

ϕsjiF
ji(·)− qsi

 . (19)

ここで，λl, λk, λa, λm, λsiはLagrange乗数である．La-

grange関数から得られる一階条件式を解くことにより，

社会的最適解が得られる．

4. ケーススタディ

(1) 対象地域の概要

本研究は，パキスタンを対象国として扱う．パキスタ

ンは係争中の地域を除くと，図-1のように Punjab州，

Sindh州，Balochistan州，Khyber Pakhtunkhwa州の

4つの州が存在している．

パキスタンでは，1998年から 2002年に甚大な被害

をもたらした干ばつをはじめ，パキスタンでは頻繁に

干ばつが発生しており，干ばつは経済成長を妨げる最

も大きな要因の一つとなっている．パキスタンの主産

図–2 利用可能な水資源（天水と灌漑水)のランクの例

業は農業であることから，干ばつによる作物被害は大

きな経済的損失となる．特に，農業地帯である Punjab

州や Sindh州は他の地域よりも大きな損失を被る．そ

の結果，経済成長が阻害され，貧困者を増大させる原

因となる．

干ばつによる農業への影響を緩和するためには，灌

漑施設が重要となるが，「灌漑施設の老朽化により農業

生産性は低い状態」(国際協力銀行, 200716))に留まっ

ている．よって，灌漑施設の整備を促進し，灌漑用水

の効率的な利用を通じて，農業生産性の向上を図るこ

とが干ばつの影響を緩和する有効な手段となる．

本ケーススタディにおける基準年は 2007年とし，技

術成長率は 2%を仮定する．

(2) 干ばつが国家経済全体へ与える影響

干ばつが発生した期と利用可能な水資源（天水と灌

漑水)が最大となった期に観察される経済的インパクト

を定性的に分析する．図-2に示すランクの天水と灌漑

水が利用可能な水資源として得られたケースを例とし

て考える．図-2で示された例は，50年に一度の規模の

大干ばつが 3期, 9期,そして 17期に発生したケースで

ある．これ以降，図中の赤塗潰部 (3期, 9期，17期)は

干ばつ年，青塗潰部 (19期)は最大水資源年を指すもの

とする．

次に，図-3は利用可能な水資源が図-2のケースにお

ける実質GDPの経年変化を示す．GDPは干ばつ年に

大きく減少し，最大水資源年には増大することを確認

できる．
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図–3 図-2のケースにおける実質 GDPの経年変化

図–4 図-2のケースにおける財の価格の経年変化

(3) 干ばつが財の価格へ与える影響

図-4は利用可能な水資源が図-2のケースにおける各

財の価格の経年変化を示す．なお，工業財を価値基準財

とし，その価格を pm＝ 1に基準化している．干ばつに

より農業財の価格が最も大きな影響を受けることを確

認できる．農業財の価格は干ばつ年に大きく上昇し，そ

の価格は干ばつ後も上昇したままの状態が続く．また，

最大水資源年には価格が下落することを確認できる．

(4) 干ばつが各地域へ与える影響

図-5は利用可能な水資源が図-2のケースにおける実

質 GRPの経年変化を示す．GRPに対する干ばつの負

の影響は，農業部門の生産量が総生産額の大きな比率

を占めるPunjab州や Sindh州で大きい．一方で，農業

部門の生産量が比較的小さいROPでは干ばつの影響は

図–5 図-2のケースにおける実質 GRPの経年変化

図–6 図-2のケースにおける産業別 GDPの経年変化

小さい．また，最大水資源年においては，全ての地域

で GRPの増加が見られる．

(5) 干ばつが各産業へ与える影響

図-6は利用可能な水資源が 2のケースにおける産業

別GDPの経年変化を示す．干ばつ年の農業財価格の高

騰による農業財需要の低下から農業財生産量が減少し，

その結果として農業部門GDPが大きく下落する．その

負の影響は，農業財を中間財として需要するサービス

部門へ特に影響が及ぶ．

(6) 灌漑施設の整備水準と期待経済成長

期待経済成長を分析するため，モンテカルロシミュ

レーションを実施する．そして，灌漑施設の整備水準と

期待経済成長との関係を分析する．図-7はモンテカルロ
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図–7 モンテカルロシミュレーション (GDP, 1000回)

図–8 期待経済成長 (GDP)

シミュレーションを 1,000回実施した際の各々のGDP

を示し，図-8はその GDPの期待成長を示す．図-9は

灌漑施設の整備水準別の GDPの期待経済成長を示す．

表–2 整備水準 3からの GDPの乖離

整備水準 灌漑効率 GDPの乖離

10期目 20期目

1 -40% -1.18% -1.34%

2 -20% -0.55% -0.59%

3 0% 0.00% 0.00%

4 20% 0.74% 0.52%

5 40% 1.10% 1.00%

図–9 灌漑施設の整備水準と期待経済成長 (GDP)

灌漑水の輸送効率は灌漑施設の整備水準に依存する

ため，灌漑施設の整備水準が高いほど灌漑水の輸送効

率が高く，農業部門 GDPを上昇させる要因となる．

5. おわりに

本研究の一つ目の成果は，経済モデルと水文モデル

の統合である．水循環－植生動態モデルから得られた

植生量指標 LAIを経済モデル内の生産関数に導入した．

水文学的アプローチの導入によって，水資源と農地と

の間の関係に裏付けを与えた．

二つ目の成果は，干ばつと灌漑施設の経済的影響の

定量的評価を可能にしたことである．実際の降水およ

び河川灌漑データに基づいて作成した水資源量の確率

変数を用いて，干ばつの発生によってマクロ経済に影響

が出るプロセスを記述し，灌漑施設の整備水準が地域

間と産業間の経済成長に与える影響を評価可能にした．

今後，取り組むべき課題としては，一つ目に気候変動

や他の自然環境の変化を考慮することである．気候変

動により干ばつの発生確率が増大した場合の影響，地

下水の枯渇の影響，氷河の流出の増加がもたらす長期

的な変動の影響等を考慮に入れる必要がある．二つ目

に水資源の再配分の便益を評価することである．灌漑

施設の整備水準等の政策変数に地域間及び産業間の水

資源の再配分の可能性を含める必要がある．

付録 I 水文モデルの出力値

次の表に水文モデルで得られる主な出力値を示す.(そ

の他データ及び設定方法の詳細については，鈴木17)を

参照)

8



表–3 基準年における植生量指数 (LAI)

農地区分 地域区分

Punjab Sindh ROP

(i = 1) (i = 2) (i = 3)

灌漑用地 (h = 1) 0.721 0.194 0.085

天水用地 (h = 2) 0.080 0.021 0.491

表–4 降水ランクの実現確率

降水ランク 実現確率

1 5.26%

2 22.81%

3 42.11%

4 28.07%

5 1.75%

表–5 利用可能な天水量 (灌漑用地)(単位：km3)

ランク 地域区分

(灌漑用地) Punjab Sindh ROP

(i = 1) (i = 2) (i = 3)

1 14.26 0.5004 0.6302

2 18.73 2.370 0.8186

3 23.20 4.240 1.007

4 29.51 8.519 1.255

5 35.82 12.80 1.503

表–6 利用可能な天水量 (天水用地)(単位：km3)

ランク 地域区分

(天水用地) Punjab Sindh ROP

(i = 1) (i = 2) (i = 3)

1 10.45 0.1798 4.437

2 13.73 0.8518 5.763

3 17.00 1.524 7.089

4 21.63 3.062 8.837

5 26.26 4.599 10.58

参考文献
1) UNISDR: GAR世界防災白書 2015(ポケット版), pp.3,

2015.
2) GFDRR: The Sendai Report: Managing Disaster

Risks for a Resilient Future, pp. 14, 2012.
3) IPCC: Special Report on Managing the Risks of

Extreme Events and Disasters to Advance Climate

表–7 利用可能な河川灌漑水量 (単位：km3)

ランク 地域区分

Punjab Sindh ROP

(i = 1) (i = 2) (i = 3)

1 52.54 40.61 4.740

2 56.07 43.33 5.058

3 59.59 46.06 5.376

4 64.98 50.22 5.862

5 70.37 54.38 6.348

表–8 利用可能な生活用水 (単位：km3)
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